
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

大淀町物価高騰対策商品券配布事
業

①物価高騰の影響を受ける町民及び事業者を早急に支援するため、食料品
を中心とした生活必需品の購入に利用できる商品券（地域振興券）を町民一
人当たり12,000円分配布する。
②商品券配布にかかる経費
③商品券　12,000円×15,480人＝185,760,000円
　封入作業・取扱店舗募集等委託料　9,544,000円
　郵送代・電話代　3,490,000円
　商品券印刷代　2,464,000円
　人件費　1,089,000円 　　　消耗品　100,000円
　振込手数料・電話機設定手数料 　271,000円
　（うち192,580,000円に交付金を充当）
④全町民

R8.1 R8.3

2
③消費下支え等を通
じた生活者支援

町指定ごみ袋配布事業

①生活必需品である町指定ごみ袋を配布することで、エネルギー・食料品価
格等の物価高騰による影響を受ける町民の経済的負担を軽減する。
②ごみ袋本体及びごみ袋郵送にかかる経費
③可燃物（大）50円/枚×20枚×7,039世帯＝7,039,000円
　通信運搬費　430円×7,039世帯＝3,026,770円
　消耗品費　100,000円
④全世帯（入所施設を除く）

R7.8 R8.3

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

小中学校給食費物価高騰対策補助
事業

①エネルギー・食料品価格等が高騰する中でも、学校給食の質を保って維持
していくため、町が管理する町立小中学校を対象に物価高騰分の食材費に
ついて支援を行い、保護者の負担を軽減する。現金給付ではなく、歳入補填
である。
②給食の食材費のうち物価高騰分
③賄材料費52,159,170円－給食費45,355,800円＝物価高騰分6,803,370円
  〔賄材料費：給食費×1.15〕
　※教職員分は含まない
④大淀町（小中学生の保護者）

R7.4 R8.3

4
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

町内事業者エネルギー価格高騰対策
支援事業

①原油価格・物価高騰といった社会情勢の中、国・県が実施する下記の補助金
制度を活用し、新市場への進出、業種転換、生産性向上等に取り組む町内企業
に対し、支援金を交付
＜対象となる 国・県 の補助金＞
　国補助金制度
　　・事業再構築補助金
　　・ものづくり・商業・サービス補助金
　　・ＩＴ導入補助金
　　・小規模事業者持続化補助金
　　・事業承継・Ｍ＆Ａ補助金
　　・中小企業省力化投資補助金
　　・新事業進出補助金
　奈良県補助金制度
　　・奈良県起業家支援事業補助金
　　・中小企業地域資源活用等促進事業助成金
②国・県が実施する補助金制度の交付を受けて実施する事業に係る補助対象経
費のうち、補助額を除いた企業負担額分（上限１０万円）
③上限100,000円×12事業者＝1,200,000円
④町内に本店等（個人事業主の方は主たる事業所）を有し、対象となる国・県の
補助金の採択を受けた企業

R7.4 R8.3

5

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

社会福祉施設等物価高騰対策支援
事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町内の介護・障害
サービス提供事業者のうち、訪問介護、居宅支援、訪問看護及び食事（空
間）を提供する事業者に対して支援金を交付し、社会福祉サービスの維持や
利用料への転化抑制を図る。
②支援金交付にかかる経費
※基準額として、1事業所につき50千円を交付する。さらに加算として、1事業
につき50千円を交付する。ただし、グループホーム及び定員50名未満の施設
については、1事業につき100千円を、定員50名以上の施設については1事業
につき250千円を交付する。
③支援金　5,900,000円　（22事業者　70事業）
　（基準額）　50,000円×22事業者＝1,100,000円
　（事業数加算／一般）　50,000円×59事業＝2,950,000円
　（事業数加算／グループホーム・50名未満施設）　100,000円×6事業＝
600,000円
　（事業数加算／50名以上施設）　250,000円×5事業＝1,250,000円
　郵送代　5,000円　　　　振込手数料　4,000円
  （うち5,610,000円に交付金を充当）
④町内介護・障害サービス提供事業者

R8.1 R8.3

6
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

保育施設物価高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町内民間認定こど
も園に対して、従来通りの教育・保育の提供や栄養バランスや量を保った給
食等を実施できるよう、支援金を交付する。
※職員分は含まない。
②支援金交付にかかる経費
③支援金　100,000円×3園＝300,000円
　郵送代　1,000円　　　　振込手数料　1,000円
  （うち280,000円に交付金を充当）
④町内民間認定こども園

R8.1 R8.3

7
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

町立小中学校給食費物価高騰対策
補助事業

①物価高騰の影響を受ける公立小中学生の保護者の経済的負担の軽減を
目的として、令和8年2月・3月分の給食費を無償化する。現金給付ではなく、
歳入補填である。
※教職員分は含まない。
②給食費を無償化するために必要な給食材料費
③小学生
　534人×4,800円（給食費）×1.15（高騰分）×2ヶ月＝5,895,360円
　中学1・2年生
　214人×5,000円（給食費）×1.15（高騰分）×2ヶ月＝2,461,000円
　中学3年生
　114人×5,000円（給食費）×1.15（高騰分）×1ヶ月＝655,500円
  （うち7,440,000円に交付金を充当）
④大淀町（小中学生の保護者）

R8.1 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


